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山形県地域防災計画の修正案に対する意見等

〔令和２年２月２０日〕　

1

該当箇所
該当項目

第３章３（２）　県内の活火山と予想される被害

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

「県内の活火山」の表で「市町村名」を「火山周辺の市町村」又は「火山災害警戒地域等の市町村」としては
どうか。

表現の適正化
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該当箇所
該当項目

第３章３（２）　県内の活火山と予想される被害

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

表タイトル「火山活動に伴い予想される主な現象及び被害」を「火山活動に伴い予想される主な現象及び概
要」に修正。
また、表の項目の「火山活動」を「火山現象」に修正。

表現の適正化
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該当箇所
該当項目

第３章３（２）　県内の活火山と予想される被害

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

「大きな噴石」の概要について、「直径約50ｃｍ以上の大きな岩石等は、～」を
「直径約20～30ｃｍ以上の大きな岩石等は、･･･」に修正。

気象庁における定義の変更による。

4

該当箇所
該当項目

第３章５（１）観測の対象

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文について、以下のとおり修正。
「火山噴火予知連絡会により「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として選定された50
火山について、噴火の前兆を捉えて噴火警報等を的確に発表するために地震計や監視カメラ等により以下の火
山現象の観測を行っている。」

表現の適正化
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該当箇所
該当項目

第３章５（１）観測の対象

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

「火山の常時観測体制」の表について、「吾妻山」の「東北大学」にＧＮＳＳを追加。

東北大学で酸ヶ平にＧＮＳＳを設置しているため。
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6

該当箇所
該当項目

第３章６（１）イ　噴火予報

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文について、以下のとおり修正。
「火山活動の状況が静穏である場合、あるいは火山活動の状況が噴火警報には及ばない程度と予想される場合
に発表する。」

気象庁の要領改正による。
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該当箇所
該当項目

第３章６（２）噴火速報の発表

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文中、「常時観測火山（山形県内では鳥海山、蔵王山及び吾妻山）を対象に」を削除。

噴火速報は常時観測火山以外でも発表する場合があるため。
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該当箇所
該当項目

第３章６（２）噴火速報の発表

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文について、「なお～」以降を以下のとおり修正。
「噴火速報は以下のような場合に発表する。
・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合
・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き上げや警戒が必要な範囲の拡大を
検討する規模の噴火が発生した場合（※）
・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があると判断した場合
※噴火の規模が確認できない場合は発表する。
なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活用しているデータだけでなく、関係機関からの
通報等も活用する。」

気象庁の要領改正による。
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該当箇所
該当項目

第３章６（３）火山の状況に関する解説情報の発表と内容

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文について、以下のとおり修正。
「仙台管区気象台は、必要に応じ火山の状況に関する解説情報を発表する。
現時点で、噴火警戒レベルの引き上げ基準に達していない、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」
の拡大を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によっては噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上
げや、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した場合等に、火山活動の状況や防災上警戒・
注意すべき事項を伝えるため、「火山の状況に関する解説情報（臨時）」を発表する。
また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範
囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝える必要があると判
断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適時発表する。」

気象庁の要領改正による。
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該当箇所
該当項目

第３章６（６）噴火警報等の伝達

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

計画文の冒頭に「噴火警報等は山形地方気象台から県に対して速やかに伝達されるものとし、受領した県は市
町村及びその他の関係機関に対して直ちに伝達する。」を追加。

県の役割を明記するもの。

11

該当箇所
該当項目

第３章６（６）噴火警報等の伝達

意 見 等

福島地方気象台、仙台管区気象台、山形地方気象台

噴火警報・予報等伝達経路図について、仙台管区気象台から鉄道気象連絡会への伝達ルートを山形地方気象台
から鉄道気象連絡会への伝達に修正。また、伝達手段を「気象業務支援センター（FAX）」から「防災情報提
供システム（NTT専用回線）」に修正。

実際の伝達ルート及び手段に合わせた修正。
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